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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 

２．当社は第44期まで連結財務諸表を作成しておりましたが、第44期末に連結子会社プレテック㈱を解散し、そ

の他の子会社については、その資産、売上高、利益、剰余金を判断した結果、重要性が乏しいことより中間

連結財務諸表は作成しておりません。 

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 2,252,779 － － 6,298,447 － 

経常利益（千円） 79,847 － － 417,426 － 

中間(当期)純利益(千円) 73,620 － － 175,191 － 

純資産額（千円） 8,084,090 － － 7,832,578 － 

総資産額（千円） 10,573,039 － － 10,735,612 － 

１株当たり純資産額（円） 2,068.59 － － 2,002.94 － 

１株当たり中間(当期)純利益金額

（円） 
18.88 － － 42.97 － 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
18.58 － － 41.62 － 

自己資本比率（％） 76.5 － － 73.0 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
6,115 － － 913,962 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
188,965 － － △199,931 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△54,349 － － △184,079 － 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
1,728,694 － － 2,118,073 － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

146 

[100] 

－ 

[－] 

－ 

[－] 

142 

[91] 

－ 

[－] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、第44期中及び第44期は中間連結財務諸表（連結財務諸表）を

作成しているため、第45期中、第45期及び第46期中は関連会社が存在しないため、記載しておりません。 

３．第44期中及び第44期は中間連結財務諸表（連結財務諸表）を作成しているため、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同

等物の中間期末（期末）残高は記載しておりません。 

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円) 2,252,779 1,936,370 2,260,796 6,298,447 4,375,608 

経常利益（千円) 86,467 104,178 196,935 416,551 386,176 

中間(当期)純利益(千円) 80,330 56,225 66,712 168,459 154,557 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円) 3,295,822 3,295,822 3,295,824 3,295,822 3,295,824 

発行済株式総数（株) 4,505,200 4,505,200 9,018,400 4,505,200 9,018,400 

純資産額（千円) 8,097,533 7,827,777 7,961,997 7,832,578 8,187,245 

総資産額（千円) 10,604,546 10,644,774 10,673,990 10,686,818 10,969,961 

１株当たり純資産額（円) 2,072.03 2,003.63 990.92 2,002.94 1,000.32 

１株当たり中間(当期)純利益金額

（円) 
20.61 14.39 8.18 41.24 19.63 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
20.28 13.82 7.88 39.94 18.86 

１株当たり配当額（円） － － － 12.00 8.00 

自己資本比率（％) 76.4 73.5 74.6 73.3 74.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
－ 375,565 206,380 － 302,195 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
－ △270,652 △98,565 － △609,281 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
－ △75,481 △175,393 － 9,300 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
－ 2,090,533 1,704,110 － 1,767,963 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人) 

127 

[75] 

127 

[64] 

133 

[73] 

123 

[66] 

130 

[65] 



２【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社２社で構成されており、「スパンクリート（穴あきＰＣ板）」の製造、販売を主

たる業務としております。 

当中間会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更はありません。また、主要な関係会社における異動も

ありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（職員、臨時社員、人材会社からの派遣社員を含んでおります。）は、当中間会計期間の平

均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 133（73）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間における我が国の経済は、米国の景気動向やサブプライムローン問題等の不安要素や原油価格の

上昇等が懸念されつつも、企業業績の改善を背景に積極的な設備投資や雇用情勢の改善等が持続し、個人消費にも

緩やかな回復の兆しがみられました。一方、当社に関連の深い建設業界は、企業の設備投資意欲は旺盛で民間の建

設需要は堅調であるものの、本年６月の改正建築基準法施行に伴う審査業務の停滞が、着工遅延を引き起こす等の

多大な影響を及ぼしつつあり、今後の斯業界の業績に与える悪影響が懸念されます。 

このような状況下で当社の業績は、売上高２２億６千万円（前年同期比16.8％増）、営業利益１億１千７百万円

（前年同期比371.9％増）と増収増益となりました。主力のスパンクリート事業は、売上・出荷・生産ともに数量

が増加し、工場の採算性が向上、営業粗利益率も改善がみられたことから、上半期としてはまずまずの成果を挙げ

ることができました。また、不動産事業は、賃貸ビル収益が安定的に推移し、引き続き当社収益を下支えしており

ます。営業外収益ではリート関連を主とした余資の運用益が引き続き好調を持続しており、以上の結果、経常利益

は１億９千６百万円（前年同期比89.0％増）となり、非上場株式の減損処理等に伴う投資有価証券評価損３千３百

万円及び固定資産除却損１千２百万円を特別損失に計上した上で、中間純利益は６千６百万円（前年同期比18.7％

増）となりました。 

事業部門別の業績は、次のとおりであります。 

① スパンクリート事業  

当事業は、前述のとおり売上、出荷及び生産数量が伸び堅調に推移したことから、操業度アップにより工場

の採算性が向上し、加えて販売価格に改善の兆しがみられ営業粗利益率が上がったことにより、上半期として

は４期振りの黒字を達成、売上高２１億３千４百万円（前年同期比18.1％増）、営業利益５千２百万円（前年

同期４千５百万円の営業損失）となりました。 

② 不動産事業  

当事業は、賃貸ビルの稼動状況が若干落ちたものの、引き続き安定した収益を維持しており、売上高１億２

千６百万円（前年同期比2.5％減）、営業利益７千万円（前年同期比7.2％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前中間会計期間末比３億８

千６百万円減少して１７億４百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果、増加した資金は２億６百万円（前年同期３億７千５百万円の増加）となりました。 

これは主に、税引前中間純利益１億５千万円、減価償却費８千５百万円、売上債権の減少５千６百万円等による

資金の増加とたな卸資産の増加１億２千２百万円、法人税等の支払額２千２百万円の支出等による資金の減少によ

るものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果、減少した資金は９千８百万円（前年同期２億７千万円の減少）となりました。 

  これは主に、投資有価証券の売却等による収入３億５千３百万円があったものの、投資有価証券の取得資金４億

 ２千２百万円、設備投資資金３千１百万円を支出したことによるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果、減少した資金は１億７千５百万円（前年同期７千５百万円の減少）となりました。 

  これは主に、長期借入金の返済で５千万円、自己株式の取得費６千万円、配当金の支払額６千５百万円で減少し

 たものであります。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対す

る割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

スパンクリート事業（千円） 2,134,118 20.2 

不動産事業（千円） － － 

合計（千円） 2,134,118 20.2 

事業部門別 受注高（千円） 
前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

スパンクリート事業 1,555,025 △22.4 1,140,046 △39.3 

不動産事業 － － － － 

合計 1,555,025 △22.4 1,140,046 △39.3 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

スパンクリート事業（千円） 2,134,324 18.1 

不動産事業（千円） 126,471 △2.5 

合計（千円） 2,260,796 16.8 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

三菱商事建材株式会社 1,747,911 90.3 2,032,203 89.8 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社の研究開発は、主力であるスパンクリート事業を中心に、本社技術部・技術開発部及び工場試験課が連携し、

案件によっては外部の研究機関とも共同で進めております。 

当中間会計期間におけるスパンクリート事業の研究は、建築材料の多様化に対応していくため、独自の付加価値製

品等の研究開発に取り組んでおり、当中間会計期間における研究開発費の総額は１千１百万円となっております。 

内容は、主としてスパンクリートの新組立床工法（Ｊスラブ）・外断熱パネル・デザインパネル・吸、遮音一体パ

ネル・強化床スラブ（Ｍスラブ）・高耐久性パネル・河川道路のり面用パネル・壁面緑化パネル等の研究を進めてお

ります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年６月28日定時株主総会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 28,824,000 

計 28,824,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 9,018,400 9,018,400 ジャスダック証券取引所 － 

計 9,018,400 9,018,400 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 157 157 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 314,000 314,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  （注）２ 0.5 0.5 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月１日 

至 平成32年８月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）    （注）３ 

発行価格  0.5 

資本組入額 0.25 
同左 

 



（注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整される。

なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式

についてのみ行われる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

 （調整後生じる１株未満の端株は切り捨てる。） 

また、上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織変更を

行う場合等においては、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整される。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の行使の条件 

①対象者は、新株予約権を

割当てられた時に就任し

ていた取締役を退任した

ときに限り、新株予約権

を行使することができ

る。ただし、この場合、

対象者は、対象者が上記

の取締役を退任した日の

翌日（以下「権利行使開

始日」という。）から当

該権利行使開始日より10

日を経過する日までの間

に限り、新株予約権を行

使できる。 

②対象者は、新株予約権を

質入れ、その他一切の処

分をすることができな

い。 

③対象者が死亡した場合、

対象者の相続人のうち、

対象者の配偶者、子、１

親等の直系尊属に限り新

株予約権を行使すること

ができる。ただし、相続

人は、当該取締役が死亡

退任した日の翌日から３

ヶ月を経過する日までの

間に限り、新株予約権を

行使できる。 

④この他の権利行使の条件

は、株主総会決議および

取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権の割当

を受けた者との間で締結

する新株予約権付与契約

書の定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は取締役会の承認を要す

る。 

同左 

代用払込みに関する事項 －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  － 



２．各新株予約権の払込金額（以下「行使価格」という。）は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株

式の数に１円を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行日後に、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整

し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

３．資本に組み入れる額は、１株当たり発行価額に0.5を乗じた金額であり、計算の結果１円未満の端数を生じ

る場合は、その端数を切り上げた額とする。 

(3）【ライツプランの内容】 

当該事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、自己株式が983千株あります。 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×  

１ 

  分割・併合の比率

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 9,018,400 － 3,295,824 － 1,061,232 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 1,187 13.17 

日本スパンクリート機械株式

会社 
東京都中央区銀座七丁目12番４号 1,094 12.13 

鈴木金属工業株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 608 6.74 

ソシエテジェネラルエヌアー

ルエイエヌオーディティティ 

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD 

HAUSSMANN PARIS－FRANCE 
523 5.80 

（常任代理人香港上海銀行東

京支店） 

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 

村山 好弘 東京都文京区 500 5.54 

偕成ビルディング株式会社 東京都中央区日本橋兜町13番２号 340 3.77 

エスアイエスセガインターセ

トルエージー 

BASLERSTRASSE 100,CH－4600 OLTEN 

SWITZERLAND 
320 3.55 

（常任代理人株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行） 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

東プレ株式会社 
東京都中央区日本橋三丁目12番２号 

朝日ビル 
210 2.33 

日本パーカライジング株式会

社 
東京都中央区日本橋一丁目15番１号 129 1.43 

エムエルピーエフエスカスト

ディー 

SOUTH TOWER WORLD FINANCIAL CENTER  

NEW YORK NY 10080－0801 U.S.A. 
128 1.42 

（常任代理人メリルリンチ日

本証券株式会社） 

（東京都中央区日本橋一丁目４番１号 

日本橋一丁目ビルディング） 

計 － 5,040 55.89 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

普通株式  983,400 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,033,900 80,339 － 

単元未満株式 普通株式   1,100 － － 

発行済株式総数 9,018,400 － － 

総株主の議決権 － 80,339 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社スパンクリート

コーポレーション 

東京都文京区本郷四

丁目９番25号 
983,400 － 983,400 10.90 

計 － 983,400 － 983,400 10.90 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 401 420 406 413 425 418 

最低（円） 375 385 370 380 388 380 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第45期の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、第46期の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第45期の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第46期の中間会計

期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受

けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準    0.6％ 

売上高基準   2.3％ 

利益基準    4.5％ 

利益剰余金基準 0.9％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,709,659   1,279,984 1,342,980   

２．受取手形 ※３ 849,931   1,113,265 1,075,161   

３．売掛金   322,434   484,995 508,659   

４．完成工事未収入金   50,161   16,252 87,398   

５．有価証券   403,984   554,350 424,983   

６．たな卸資産   215,278   186,383 181,368   

７．未成工事支出金   133,182   154,626 36,847   

８．繰延税金資産   62,738   35,055 36,208   

９．その他 ※４ 195,414   46,719 33,428   

10. 貸倒引当金   △88,000   － －   

流動資産合計     3,854,783 36.2 3,871,634 36.3   3,727,037 34.0

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物 ※２ 1,088,337   1,042,231 1,063,027   

(2）機械及び装置 ※２ 380,997   342,942 372,094   

(3）土地 ※２ 3,162,920   3,163,295 3,163,295   

(4）その他 ※２ 177,499   165,201 171,305   

有形固定資産合計   4,809,755   4,713,670 4,769,722   

２．無形固定資産   42,128   25,941 32,215   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   1,719,458   1,822,396 2,198,538   

(2）役員従業員保険
料 

  124,546   146,749 146,588   

(3）その他   106,702   109,696 111,959   

貸倒引当金   △12,600   △16,100 △16,100   

投資その他の資産合
計 

  1,938,107   2,062,743 2,440,986   

固定資産合計     6,789,991 63.8 6,802,355 63.7   7,242,923 66.0

資産合計     10,644,774 100.0 10,673,990 100.0   10,969,961 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   88,254   98,019 118,350   

２．工事未払金   108,579   148,280 123,381   

３．短期借入金 ※２ 1,200,000   900,000 900,000   

４．一年内に返済予
定の長期借入金 

※２ 28,200   100,000 100,000   

５．未払金   115,123   9,905 14,771   

６．未払費用   173,520   195,457 183,249   

７．未払法人税等   41,330   89,815 32,836   

８．未成工事受入金   105,103   35,890 21,283   

９．その他 ※４ 18,089   16,257 2,979   

流動負債合計     1,878,201 17.7 1,593,626 14.9   1,496,853 13.7

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ －   125,000 175,000   

２．再評価に係る繰延
税金負債 

  693,910   693,910 693,910   

３．繰延税金負債   37,672   91,940 205,774   

４．長期未払金   101,820   100,312 100,312   

５．預り敷金   105,392   107,203 110,866   

固定負債合計     938,795 8.8 1,118,366 10.5   1,285,862 11.7

負債合計     2,816,997 26.5 2,711,992 25.4   2,782,715 25.4

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     3,295,822 31.0   3,295,824 30.9   3,295,824 30.0 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金   1,061,230     1,061,232     1,061,232    

(2）その他資本剰
余金 

  2,595,974     2,649,171     2,649,171    

資本剰余金合計     3,657,204 34.3   3,710,403 34.7   3,710,403 33.8 

３ 利益剰余金                    

(1）その他利益剰
余金 

                   

別途積立金   600,000     600,000     600,000    

繰越利益剰余
金 

  612,150     711,718     710,481    

利益剰余金合計     1,212,150 11.4   1,311,718 12.3   1,310,481 12.0 

４ 自己株式     △279,441 △2.6   △254,894 △2.4   △194,661 △1.8 

株主資本合計     7,885,736 74.1   8,063,051 75.5   8,122,049 74.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券
評価差額金 

    176,658 1.6   133,563 1.3   299,812 2.7 

２ 土地再評価差額
金 

    △234,616 △2.2   △234,616 △2.2   △234,616 △2.1 

評価・換算差額等
合計 

    △57,958 △0.6   △101,053 △0.9   65,195 0.6 

純資産合計     7,827,777 73.5   7,961,997 74.6   8,187,245 74.6 

負債純資産合計     10,644,774 100.0   10,673,990 100.0   10,969,961 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,936,370 100.0 2,260,796 100.0   4,375,608 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,630,564 84.2 1,859,839 82.3   3,606,889 82.4

売上総利益     305,806 15.8 400,956 17.7   768,719 17.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    280,952 14.5 283,676 12.5   573,256 13.1

営業利益     24,853 1.3 117,280 5.2   195,462 4.5

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   2,317   1,846 4,363   

２．その他   91,375 93,693 4.8 97,044 98,890 4.4 233,829 238,192 5.4

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   5,218   8,069 11,855   

２．その他   9,149 14,368 0.7 11,166 19,236 0.9 35,623 47,478 1.1

経常利益     104,178 5.4 196,935 8.7   386,176 8.8

Ⅵ 特別利益     － － － －   － －

Ⅶ 特別損失           

１．関係会社清算損   －   － 26,210   

２．固定資産除却損   －   12,749 19,666   

３．投資有価証券評
価損 

  － － － 33,198 45,948 2.0 － 45,876 1.0

税引前中間(当
期)純利益 

    104,178 5.4 150,986 6.7   340,299 7.8

法人税、住民税
及び事業税 

  30,296   82,849 57,981   

法人税等調整額   17,656 47,952 2.5 1,423 84,273 3.7 127,761 185,742 4.2

中間(当期)純利
益 

    56,225 2.9 66,712 3.0   154,557 3.6

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
3,295,822 1,061,230 2,595,974 3,657,204 300,000 910,306 1,210,306 △279,441 7,883,891 

中間会計期間中の変動額                  

別途積立金の積立て 

（注） 
        300,000 △300,000 －   － 

剰余金の配当（注）           △46,881 △46,881   △46,881 

役員賞与（注）           △7,500 △7,500   △7,500 

中間純利益           56,225 56,225   56,225 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額合

計             （千円） 
－ － － － 300,000 △298,155 1,844 － 1,844 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
3,295,822 1,061,230 2,595,974 3,657,204 600,000 612,150 1,212,150 △279,441 7,885,736 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
183,304 △234,616 △51,312 7,832,578 

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の積立て

（注） 
      － 

剰余金の配当（注）       △46,881 

役員賞与（注）       △7,500 

中間純利益       56,225 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

△6,646   △6,646 △6,646 

中間会計期間中の変動額合

計               （千円) 
△6,646 － △6,646 △4,801 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
176,658 △234,616 △57,958 7,827,777 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
3,295,824 1,061,232 2,649,171 3,710,403 600,000 710,481 1,310,481 △194,661 8,122,049 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当           △65,476 △65,476   △65,476 

中間純利益           66,712 66,712   66,712 

自己株式の取得               △60,233 △60,233 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額合

計             （千円） 
－ － － － － 1,236 1,236 △60,233 △58,997 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
3,295,824 1,061,232 2,649,171 3,710,403 600,000 711,718 1,311,718 △254,894 8,063,051 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
299,812 △234,616 65,195 8,187,245 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △65,476 

中間純利益       66,712 

自己株式の取得        △60,233 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

△166,249   △166,249 △166,249 

中間会計期間中の変動額合

計               （千円) 
△166,249 － △166,249 △225,247 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
133,563 △234,616 △101,053 7,961,997 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
3,295,822 1,061,230 2,595,974 3,657,204 300,000 910,306 1,210,306 △279,441 7,883,891 

事業年度中の変動額                  

別途積立金の積立て 

（注） 
        300,000 △300,000 －   － 

剰余金の配当（注）           △46,881 △46,881   △46,881 

役員賞与（注）           △7,500 △7,500   △7,500 

当期純利益           154,557 154,557   154,557 

自己株式の処分     53,197 53,197     － 84,780 137,978 

新株予約権の行使  2 2   2     －   4 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額） 

                  

事業年度中の変動額合計 

               （千円） 
2 2 53,197 53,199 300,000 △199,824 100,175 84,780 238,157 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
3,295,824 1,061,232 2,649,171 3,710,403 600,000 710,481 1,310,481 △194,661 8,122,049 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
183,304 △234,616 △51,312 7,832,578 

事業年度中の変動額        

別途積立金の積立て

（注） 
      － 

剰余金の配当（注）       △46,881 

役員賞与（注）       △7,500 

当期純利益       154,557 

自己株式の処分       137,978 

新株予約権の行使       4 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額） 

116,508   116,508 116,508 

事業年度中の変動額合計 

                （千円) 
116,508 － 116,508 354,666 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
299,812 △234,616 65,195 8,187,245 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ 
シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税引前中間（当期）純利益   104,178 150,986 340,299 

減価償却費   72,304 85,163 165,704 

貸倒引当金の増加額    － － 3,500 

受取利息及び受取配当金   △6,185 △8,094 △10,614 

有価証券利息   △18,059 △23,701 △42,919 

支払利息   5,218 8,069 11,855 

投資有価証券売却益   △23,064 △41,488 △105,976 

投資有価証券売却損   592 9,350 3,056 

出資金清算に伴う清算益    － － △1,401 

為替差損益    － △3,787 △6,962 

投資有価証券評価損    － 33,198 11,426 

関係会社清算損    － － 26,210 

固定資産除去損    － 12,749 23,896 

売上債権の減少額    452,523 56,706 3,830 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  △65,031 △122,793 65,212 

未成工事受入金の増減額 
（減少：△） 

  46,468 14,606 △37,351 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

  △23,151 4,567 21,747 

長期未払金の減少額    － － △2,308 

役員賞与の支払額   △7,500 － △7,500 

その他   △58,344 30,185 △38,078 

小計   479,951 205,719 423,628 

利息及び配当金の受取額   24,252 31,693 53,430 

利息の支払額   △5,218 △8,069 △11,855 

法人税等の支払額   △123,419 △22,962 △163,007 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  375,565 206,380 302,195 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

投資有価証券の取得による支
出 

  △624,949 △422,477 △1,228,729 

投資有価証券の売却等による
収入 

  336,671 353,951 747,384 

有形固定資産の取得による支
出 

  △31,031 △31,674 △209,594 

無形固定資産の取得による支
出 

  △650 △529 △830 

定期預金預入による支出    △21,999 － － 

出資金の払戻しによる収入   66,707 － 66,707 

短期貸付金の回収による収
入  

  － － 36,199 

その他   4,597 2,164 △20,419 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △270,652 △98,565 △609,281 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ 
シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

長期借入金の返済による支出   △28,600 △50,000 △81,800 

自己株式処分による収入    － － 137,978 

自己株式取得による支出    － △60,233 － 

配当金の支払額   △46,881 △65,159 △46,881 

その他    － － 4 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △75,481 △175,393 9,300 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  2,169 3,724 6,816 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
（減少額：△） 

  31,601 △63,853 △290,969 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,058,932 1,767,963 2,058,932 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 2,090,533 1,704,110 1,767,963 

         



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用し

ております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しており

ます。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

   なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な 近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な 近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってお

ります。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な 近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

  (2）デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品 

 後入先出法による低価法を

採用しております。 

(3）たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品 

同左 

  未成工事支出金 

 個別法による原価法を採用

しております。 

未成工事支出金 

同左 

未成工事支出金 

同左 

  貯蔵品 

 終仕入原価法による原価

法を採用しております。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く。）について

は、定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物  15年～43年 

機械及び装置    7年～12年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く。）について

は、定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物  15年～43年 

機械及び装置    7年～12年 

(会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 この変更が、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益に与

える影響は軽微であります。 

(追加情報) 

 法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益がそれ

ぞれ7,580千円減少しておりま

す。 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く。）について

は、定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物  15年～43年  

機械及び装置    7年～12年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間(５年)に基づく

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 均等償却を採用しておりま

す。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 ───── (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップにつ

いては特例処理によっておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

    (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・同左 

    ヘッジ対象・・・借入金 ヘッジ対象・・・同左 

    (3）ヘッジ方針 

金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、対象債務の範

囲内でヘッジを行っておりま

す。  

(3）ヘッジ方針 

同左 

    (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しておりま

す。 

ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては有効

性の評価を省略しておりま

す。  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許資金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

カ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1)（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は7,827,777千円であ

ります。 

 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── (1)（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は8,187,245千円であ

ります。 

 なお、当事業年度における貸借

対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

(2)（役員賞与に関する会計基準）  

 当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

 なお、当中間会計期間において

は計上しておりません。 

────── (2)（役員賞与に関する会計基準）  

 当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適

用しております。 

 なお、当事業年度においては計

上しておりません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

         3,536,459千円         3,469,722千円          3,592,256千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

    （千円） 

建物 243,084 (   38,636)

構築物 606 (      606)

機械及び装置 15,400 (   15,400)

土地 2,293,286 (  994,658)

計 2,552,377 (1,049,302)

    （千円） 

建物 244,020 (   36,270)

構築物 605 (      605)

機械及び装置 15,361 (   15,361)

土地 2,293,286 (  994,658)

計 2,553,274 (1,046,895)

    （千円） 

建物 239,282 (   37,414)

構築物 606 (      606)

機械及び装置 15,380 (   15,380)

土地 2,293,286 (  994,658)

計 2,548,555 (1,048,059)

 担保付債務は次のとおりであ

ります。 

 担保付債務は次のとおりであ

ります。 

 担保付債務は次のとおりであり

ます。 

    （千円） 

短期借入金 930,000 (  458,200)

１年内に返済

予定の長期借

入金 

28,200  

計 958,200 (  458,200)

    （千円） 

短期借入金 630,000 (  530,000)

１年内に返済

予定の長期借

入金 

100,000  

長期借入金 125,000  

計 855,000 (  530,000)

    （千円） 

短期借入金 630,000 (  530,000)

１年内に返済

予定の長期借

入金 

100,000  

長期借入金 175,000  

計 905,000 (  530,000)

 上記のうち（ ）内書は、工

場財団抵当並びに当該債務を示

しております。 

 上記のうち（ ）内書は、工

場財団抵当並びに当該債務を示

しております。 

 上記のうち（ ）内書は、工場

財団抵当並びに当該債務を示して

おります。 

※３ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。当

中間期末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。 

※３ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。当

中間期末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。 

※３ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理につ

いては、当期の末日は金融機関の

休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しておりま

す。期末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。 

受取手形 372,328千円 受取手形 290,009千円 受取手形 323,756千円

※４ 消費税等の取扱い 

 消費税等については、仮払消

費税等と仮受消費税等を相殺の

うえ流動資産の「その他」に表

示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

 消費税等については、仮払消

費税等と仮受消費税等を相殺の

うえ流動負債の「その他」に表

示しております。 

※４    ───── 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額 

有形固定資産 64,757千円

無形固定資産 7,547 

有形固定資産 77,760千円

無形固定資産  7,403 

有形固定資産 150,569千円

無形固定資産  15,135 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加149,700株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,505,200 － － 4,505,200 

合計 4,505,200 － － 4,505,200 

自己株式        

普通株式 598,410 － － 598,410 

合計 598,410 － － 598,410 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 46,881 12 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 9,018,400 － － 9,018,400 

合計 9,018,400 － － 9,018,400 

自己株式        

普通株式 （注） 833,780 149,700 － 983,480 

合計 833,780 149,700 － 983,480 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 65,476 8 平成19年３月31日 平成19年６月28日 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式の株式数の増加4,513,200株は、取締役会決議による株式の分割による増加4,505,200

株、新株予約権の行使による増加8,000株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち598,410株は、取締役会決議による株式の分割による増加であり

ます。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少363,100株は、取締役会決議による自己株式の処分による減少でありま

す。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 4,505,200 4,513,200 － 9,018,400 

合計 4,505,200 4,513,200 － 9,018,400 

自己株式        

普通株式 （注）２，３ 598,410 598,470 363,100 833,780 

合計 598,410 598,470 363,100 833,780 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 46,881 12 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 65,476 利益剰余金 8 平成19年３月31日 平成19年６月28日

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載され

ている科目との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載され

ている科目との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に記載されている科

目との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 1,709,659

有価証券 403,984

預入期間が３カ月を超え

る定期預金 
△23,109

現金及び現金同等物 2,090,533

  （千円）

現金及び預金勘定 1,279,984

有価証券 554,350

現金及び現金同等物に含

まれない有価証券 
△130,225

現金及び現金同等物 1,704,110

  （千円）

現金及び預金勘定 1,342,980

有価証券 424,983

現金及び現金同等物 1,767,963



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具、器具
及び備品 

6,600 2,650 3,950 

ソフトウェ
ア 

7,597 5,709 1,887 

合計 14,198 8,360 5,838 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

工具、器具
及び備品 

8,712 1,342 7,370

ソフトウェ
ア 

7,306 399 6,906

合計 16,018 1,741 14,276

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

工具、器具
及び備品 

3,418 626 2,791

合計 3,418 626 2,791

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

２．未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

未経過リース料期末残高相当額 

  （千円）

１年内 2,885 

１年超 3,330 

合計 6,216 

   （千円）

１年内  3,067 

１年超 11,453 

合計 14,520 

   （千円）

１年内  660 

１年超 2,232 

合計  2,892 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

  （千円）

支払リース料 1,603 

減価償却費相当

額 
1,462 

支払利息相当額 83 

  （千円）

支払リース料 1,126 

減価償却費相当

額 
1,115 

支払利息相当額 154 

  （千円）

支払リース料 2,543 

減価償却費相当

額 
2,343 

支払利息相当額 146 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。  

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当中間会計期間において、有価証券について698千円（その他有価証券で時価のある株式698千円）減損処理を

行っております。 

なお、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、時価の回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 224,068 388,671 164,603 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 277,853 269,454 △8,398 

その他 － － － 

(3)その他 827,911 969,612 141,700 

合計 1,329,833 1,627,738 297,905 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式及び関連会社株式 11,800 

その他有価証券   

非上場株式 95,250 

投資事業有限責任組合出資金  388,654 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 465,269 492,738 27,468 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 377,890 369,842 △8,047 

その他 － － － 

(3)その他 850,042 1,055,853 205,811 

合計 1,693,201 1,918,434 225,232 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 当中間会計期間において、有価証券について32,499千円（その他有価証券で非上場株式32,499千円）減損処理

を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、中間期末における実質価額が取得原価に比べ著しく下落した場合には、必要と

認められた額について減損処理を行っております。 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当事業年度において、有価証券について1,368千円（その他有価証券で時価のある株式1,368千円）減損処理を

行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、時価の回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当社はデリバティブ取引として、金利関連の金利スワップ取引を利用しておりますが、すべてヘッジ会計が適

用されておりますので、該当事項はありません。 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式及び関連会社株式 11,800 

その他有価証券   

非上場株式 106,750 

投資事業有限責任組合出資金  339,763 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 463,644 596,210 132,565 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 277,955 270,949 △7,006 

その他 － － － 

(3)その他 838,191 1,218,218 380,026 

合計 1,579,792 2,085,378 505,586 

  貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式及び関連会社株式 11,800 

その他有価証券   

非上場株式 139,250 

投資事業有限責任組合出資金  387,092 



前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当社はデリバティブ取引として、金利関連の金利スワップ取引を利用しておりますが、すべてヘッジ会計が適

用されておりますので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

２．当事業年度において存在したストック・オプションの内容 

 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役  ６名 

株式の種類別のストック・オプシ

ョンの数 
普通株式 322,000株 

付与日 平成17年７月14日 

権利確定条件 

ストック・オプションを付

与された取締役が平成17年

８月１日から平成32年８月

31日までの間に退任するこ

と 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはなし 

権利行使期間 
権利確定の翌日から10日以

内 

権利行使価格（円） 0.5 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



（持分法損益等） 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社は関連会社がないため記載し

ておりません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,003.63円

１株当たり中間純利益

金額 
14.39円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
13.82円

当社は、平成18年10月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間会計

期間における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 990.92円

１株当たり中間純利益

金額 
8.18円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
7.88円

１株当たり純資産額 1,001.82円

１株当たり中間純利益

金額 
7.20円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
6.91円

当社は、平成18年10月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 1,000.32円

１株当たり当期純利益

金額 
19.63円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
18.86円

１株当たり純資産額 1,001.47円

１株当たり当期純利益

金額 
20.62円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
19.97円

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円） 56,225 66,712 154,557 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
56,225 66,712 154,557 

期中平均株式数（千株） 3,906 8,151 7,874 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） 160 313 321 

（うちストックオプション） (160) (313) (321) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ －  －  



（重要な後発事象）  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成18年５月24日開催の

取締役会の決議に基づき、次のよう

に株式分割による新株式を発行して

おります。 

１．平成18年10月１日（日曜日）を

もって普通株式１株を２株に分割

する。 

(1)分割により増加する株式数 

(2)分割方法 

平成18年９月30日（土曜日）

終の株主名簿及び実質株主名簿に

記載又は記録された株主の所有株

式を１株につき２株の割合をもっ

て分割する。 

２．配当起算日 

平成19年３月31日 

当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期

間及び前事業年度における１株当

たり情報並びに当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間

における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

普通株式 4,505,200株 

前中間会計

期間 

当中間会計

期間 
前事業年度 

１株当たり

純資産額 

１株当たり

純資産額 

１株当たり

純資産額 

1,038.54円 1,001.82円 1,001.47円 

１株当たり

中間純利益

金額 

１株当たり

中間純利益

金額 

１株当たり

当期純利益

金額 

10.30円 7.20円 20.62円 

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益金額 

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益金額 

潜在株式調

整後１株当

たり当期純

利益金額 

10.06円 6.91円 19.97円 

 当社は、平成19年11月29日付で当

社所有地「四日市市土地」を売却し

ております。 

本件譲渡により平成20年３月期事

業年度において、特別利益として

「固定資産売却益」を39,060千円

（譲渡経費等控除後）計上いたしま

す。 

１．譲渡の理由 

経営資源の 適化を図るもので

あります。 

２．譲渡する相手会社の名称 

メヘラン トレーディング有限

会社 

３．譲渡資産の内容 

所在地   三重県四日市市 

資産の概要 土地 22,928.09㎡ 

現況    遊休地 

帳簿価額  48,690千円 

譲渡価額  90,000千円 

４．譲渡の時期 

平成19年11月29日 譲渡契約締

結 

同日       資産引渡し

完了 

  

  

────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第45期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月27日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月18日関東財務局長に提出 

事業年度（第45期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(3）自己株券買付状況報告書 

報告期間 （自 平成19年７月13日 至 平成19年７月31日）平成19年８月９日関東財務局長に提出。 

報告期間 （自 平成19年８月１日 至 平成19年８月31日）平成19年９月13日関東財務局長に提出。 

報告期間 （自 平成19年９月１日 至 平成19年９月30日）平成19年10月12日関東財務局長に提出。 

報告期間 （自 平成19年10月１日 至 平成19年10月31日）平成19年11月14日関東財務局長に提出。 

報告期間 （自 平成19年11月１日 至 平成19年11月30日）平成19年12月６日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月22日  

株式会社スパンクリートコーポレーション    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 渡辺 憲雄  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 尾﨑 隆之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社スパンクリートコーポレーションの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社スパンクリートコーポレーションの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成19年12月21日  

株式会社スパンクリートコーポレーション    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 渡辺 憲雄  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 尾﨑 隆之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社スパンクリートコーポレーションの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第46期事業年度の中間会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社スパンクリートコーポレーションの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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